


















「総合的な学習の時間」が教育課程に新設されてから 17 年になる。2000 年度からその移行措置で実
施されたのである。最初に提言されたのは、第 15 期中央教育審議会の第一次答申である。1996 年 7 月
19 日のことであった。この第一次答申を踏まえて、教育課程審議会では、具体化すべく審議し、1998
年 7 月 29 日に「幼稚園、小学校、中学校、高等学校、盲学校、聾学校及び養護学校の教育課程の基準
の改善について」最終答申した。そして 1999 年 3 月 20 日までに学習指導要領が出揃い、すべての学校







2014 年 11 月に文部科学大臣は中央教育審議会に対し、「新しい時代にふさわしい学習指導要領等の
在り方について」の諮問を行った。これを受けて、中央教育審議会は２年１か月にわたる審議の末、2016 
年 12 月 21 日に「幼稚園，小学校，中学校，高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善及び
必要な方策等について」答申した。文部科学省はこの答申を受けて、学習指導要領を 2017 年 3 月 31
日に公示した。 
この学習指導要領による教育実践は、小学校においては、2018 年 4 月 1 日から 2020 年 3 月 31 日ま
で移行装置、同年 4 月 1 日から全面実施となり、中学校においては、2018 年 4 月 1 日から 2021 年 3
月 31 日まで移行措置、同年 4 月 1 日から全面実施となる。そして高等学校においては、2019 年 4 月 1







 次期学習指導要領で示す授業時間数は、表 1 の通りである。「総合的な学習の時間」が新設された当
初と比較すると、次のように変化している。 
① 総授業時間数は、980時間から 1050時間に増えている。 
② 総合的な学習の時間は、減少している。 
③ 道徳と特別活動の時数は、現状維持である。 
④ 外国語は、105 時間から 140 時間に増加している。 
 












































グラムを作成するカリキュラム・マネジメント(文部科学省, 2017)が提案されている。それは次の 6 点
から成る。 
① 「何ができるようになるか」 （育成を目指す資質・能力） 
② 「何を学ぶか」 （教科等を学ぶ意義と，教科等間・学校段階間のつながりを踏まえた
教育課程の編成） 
③ 「どのように学ぶか」 （各教科等の指導計画の作成と実施，学習・指導の改善・充実） 
④ 「子供一人一人の発達をどのように支援するか」（子供の発達を踏まえた指導） 
⑤ 「何が身に付いたか」（学習評価の充実） 





  最初に「総合的な学習の時間」が提言されたのは、第 15 期中央教育審議会の第一次答申である。



































































































































































































































































































 学習指導要領では、小学校第３・４学年では年間 70単位時間、第５・６学年では年間 70単位時間、
中学校第１学年では年間 50時間、第２学年では 70単位時間、第３学年では 70単位時間が配当される
ようになっている。高等学校では、2018 年 1 月の現時点ではまだ学習指導要領がまだ公示がでてない
が、従来通り｢卒業までに 105ないし 210単位時間を配当するとともに、これに付与する単位数は 3な






























 第 2 の各学校において定める目標を及び内容では、まず目標は「各学校においては、第 1 の目標を踏





































































 これは平成 6年度から実施される高等学校学習指導要領の改定のねらいとも一致する。 
 第 14期中央教育審議会答申（1991年 4月「新しい時代に対応する教育の諸制度の改革について」）で
は、高校教育改革の方向として次の 3点を挙げた。 


















































































































   ・指導教員 








































 意義 ドイツ語で Gesamtunterricht。改革教育学の一側面であり、分化教授を排し、教授や学校自
体の改革を目指す教育方法である。 
 児童の興味を重視し、教授を統一テーマの下で取り扱うとしている。 
 合科教授を直観教授的に見れば、その起源は、コメニウス(Comenius, J. A. )の『世界図絵』まで、ま








 ドイツにおける合科教授の発端は、1902 年ベルリンのオットー(Otto, B. )の私塾にあると見られてい
る。それが運動となってくるのは、1914 年ライプチッヒにおける郷土科的直観教授に基礎を置く「第 1、
2 学年の合科教授、ライプチッヒ改革学級に関する報告」が出てからである。これと並行して第 8 学年
までの合科教授の運動が、ミュンヘン、ニュールンベルクに起こっている。 
 ハンブルグの共同社会学校の合科教授は、「児童から」の原理に基づいている。 





 1920 年、奈良女高師附属小学校主事である木下竹次は、合科学習の名の下で合科教授を第 1 学年か
ら始めて、逐次高学年に拡大してゆき、昭和に入って全国に影響を及ぼした。 




















トリック(Kilpatrick, W. H. )の論文「プロジェクト・メソッド」において、教育一般の方法として捉え
直され、児童生徒の自発的計画と自主的活動によって学習活動を展開させる単元学習の一つの方法理論
として、学校教育一般として普及した。 
 プロジェクトの用語が教育の場面で用いられたのは、コロンビア大学教授のリチャーズ(Richards, I. 



















































総合技術教育などがあり、児童中心主義の立場では、デューイ（Dewey,  J. ）の実験学校に代表され
る欧米の新教育の実践が挙げられる。 
 日本では、この後者の立場の実践が主で、東京師範附属小学校で合科教授を実践した森岡常蔵や、ア
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